
平成２１年１０月１５日提出

外務省所管 一般会計予算



平成２２年度概算要求と平成２１年
度当初予算の比較

平成２２年度概算要求全体像

平成２２年度概算要求（１０月１５日
提出）における義務的経費、裁量的
経費、ＯＤＡの内訳

重要外交政策関連予算

ＯＤＡ予算要求額
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平成２２年度概算要求と平成２１年度当初予算の比較

億円

＜鳩山政権＞

＜麻生政権＞

無償資金協力

ＪＩＣＡ(有償勘定)

ＪＩＣＡ交付金

国際交流基金交付金

補助金等

任意拠出金

分担金・
義務的拠出金

運営・活動費

人件費

平成２１年度 平成２２年度 平成２２年度

概算要求額 概算要求額
（１０月１５日提出） （８月３１日提出）

6,700億円 （▲ 1.4%） 6,671億円 （▲ 0.4%） 7,788億円 （16.3％）

うちＯＤＡ 4,363 （▲ 1.0％） 4,179（▲ 4.2％） 5,005（14.7％）
非ＯＤＡ 2,336 （▲ 2.1％） 2,492（ 6.7％） 2,783（19.1％）

四捨五入の関係上合計に不一致あり。

（参考）



平成２２年度概算要求全体像

H21
当初

（プロセス１）

295億円（②）を削減

▲4.4
％

6,405億円

※四捨五入の関係上合計に不一致あり。

計6,498億円

6,700億円（①）

平成２１年度当初予算からの削減額：
（財務省報道発表資料における「マニフェストの工程表に
掲げられた主要な事項を実現するための財源額」に該当）

201億円（▲3.0％）（⑤）

特殊要因
の増額分等
172億円（⑥）義務的増

41億円（③）

政策増

53億円（④）

【上記図の解説】

今次概算要求においては、平成２１年度当初予算６,７００億円（①）から、
（プロセス１）本省・在外公館のコスト削減、任意拠出金の削減、ＯＤＡのコ スト削減、ＪＩＣＡの有償

資金協力勘定への交付金の削減等により、２９５億円（②）を減額（→詳細については
４頁参照）した上で、

（プロセス２）義務的増（③）及び重要課題に対応するための政策増案件（④）として計９３億円を

計上（→詳細については５頁参照）した結果、
計２０１億円（⑤）を削減した。概算要求総額は特殊要因（当該年度限りの案件実施のための経費）

の増額分等１７２億円（⑥）を加えた６,６７１億円（⑦）となる（→詳細については５頁参照）。

アフガニスタン・パ
キスタン支援、環
境・気候変動問題
対策等に必要な額
ついては年末まで
の予算編成プロセ
スで確定。１０月１５
日提出の概算要求
では具体的な額は
要求せず。
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概算要求総額
6,671億円（⑦）

（プロセス２）

義務的増（③）及び
政策増（④）の９３億

円を計上



平成２２年度概算要求全体像（プロセス１）

１．事業の見直し、予算執行状況の反映等を通じた節減
２３．８億円

２．在外公館コストの削減
１５．８億円

【一般経費】

【ＯＤＡ部門】

１．ＯＤＡのコスト削減
５８．０億円

２．ＪＩＣＡの平成２１年度重要課題対応経費の削減
８１．６億円

３．ＪＩＣＡの円借款勘定への交付金の削減
７０．０億円

【任意拠出金の削減】
４５．９億円

プロセス１
平成２１年度当初予算から計２９５億円を減
額。２９５億円の内訳については、以下のと
おり。

＜２９５億円の内訳＞
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平成２２年度概算要求全体像（プロセス２）

プロセス２
義務的増及び重要課題に対応するための政策増案件とし
て９３億円を計上。９３億円の内訳については、以下のとお
り。

【義務的増】
分担金・義務的拠出金の増額分

３２．５億円
国庫債務負担行為（在外公館借料等）に係る経費の増額分

４．９億円

難民問題への対応に要する経費の増額分
３．１億円

【重要課題に対応するための政策増】
ＪＩＣＡの平成２２年度重要課題対応経費

５２．８億円

＜９３億円の内訳＞

上記以外の増額案件として、特殊要因（当該年度限りの案件実施のた
めの経費）の増額分等があるが、平成２２年度概算要求における平成２
１年度当初予算からの削減額（マニフェストの工程表に掲げられた主要
な事項を実現するための財源額）を算出するに当たっては右経費を控除
して算出することとなっている。

なお、平成２２年度の外務省の特殊要因の増額分等は、ＡＰＥＣ・ＣＯＰ
１０ （生物多様性条約第１０回締約国会議）の本邦開催経費、参議院議
員通常選挙の在外投票に係る経費等、計１７２億円である。

鳩山政権が重要外交政策として掲げるアフガニスタン・パキスタン支援、環
境・気候変動問題対策等に必要な額については、年末までの予算編成プロ
セスにおいて確定していく。よって、１０月１５日提出の概算要求では具体的
な額を要求していない。
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1,051
億円

1,143
億円

1,733
億円

1,237
億円

262億円

544億円

70億円

73億円

73億円

1,783
億円

3億円

3億円136億円

151億円

義務的経費

２,３１６億円

裁量的経費

１，２７５億円

ＯＤＡ

（無償資金協力、ＪＩＣＡ運営費交付金、
JICA有償資金協力部門交付金）

※なお、ＯＤＡには、上記以外に分担金・
拠出金、援助活動支援に係る予算がある。

平成２２年度概算要求（１０月１５日提出）に
おける義務的経費、裁量的経費、ＯＤＡ

概算要求（１０月１５日）総額

６，６７１億円
※四捨五入の関係上合計に不一致あり。

国庫債務負担行為
（在外公館借料、

事務機器借入等経費）

難民問題への対応
に要する経費の増額分

３，０８０億円

J ICA有償資金
協力部門交付金

２，５１４億円

１，６８８億円

３，５８７億円

10月15日提出 8月31日提出 10月15日提出 8月31日提出 10月15日提出 8月31日提出

裁量的経費
（本省・在外公館にお
け る外交政策実施の
ための経費）

1,013億円

分担金・

義務的拠出金
1,057億円

人件費

1,046億円

任意拠出金

ＪＩＣＡ運営費

交付金
1,509億円

無償資金協力

1,572億円

平成２２年度限りの
案件実施のための経費

－ 平成２２年度に発生するAPEC
開催経費

－ ＣＯＰ１０（生物多様性条約第
１０回締約国会議）開催経費

－ 第２２回参議院議員通常選挙
の在外投票に係る経費



平和構築・テロ対策、貧困の根絶と国家の再建
２，１３０．２億円
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（内訳）
 アフガニスタン・パキスタン支援

１７１．８億円（１７１．７億円、＋０．０１％）

 中東の和平・安定
７９．０億円（８０．５億円、▲１．８％）

 テロ・海賊対策、平和構築
１６３．３億円（１６４．１億円、▲０．５％）

 平和構築人材育成
２．９億円（３．２億円、▲９．１％）

マニフェストの達成に向けた重点外交政策関連予算（その１）

平和構築・テロ対策
４１６．９億円（４１９．５億円、▲０．６％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。
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マニフェストの達成に向けた重点外交政策関連予算（その２）

（内訳）
 アフリカ支援

６１７．１億円（６１７．１億円、±０％）

 ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成・人間の安全保障の
推進関連二国間協力（除くアジア、アフリカ等）

５２１．０億円（５７６．２億円、▲９．６％）

 ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成・人間の安全保障の
推進関連国際機関への分担金・拠出金

２９２．９億円（３２２．５億円、▲９．２％）

 感染症対策
１６９．５億円（１７１．０億円、▲０．９％）

 ＮＧＯとの連携強化
１０３．５億円（１０２．０億円、＋１．４％）

 難民問題への対応
７．９億円（４．９億円、＋６３．６％）

 ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成・人間の安全保障の
推進関連経費（国際会議参加のための費用等）

１．３億円（１．４億円、▲７．１％）

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成・人間の安全保障の推進
１，７１３．３億円（１，７９５．１億円、▲４．６％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。



マニフェストの達成に向けた重点外交政策関連予算（その３）

環境・気候変動問題への対応
４５４．３億円

（内訳）
 環境・気候変動分野における途上国支援

３７１．１億円（３７０．５億円、＋０．２％）

 生物多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）
１３．７億円（新規）

 米国高速鉄道計画における日米協力推進のための
我が国新幹線の理解・認知度向上セミナー

０．１億円（新規）

 環境・気候変動問題関連国際機関への分担金・拠出金
４６．４億円（５１．３億円、▲９．６％）

 環境・気候変動問題関連国際会議への参加経費
１．３億円（１．０億円、＋２７．６％）

地球温暖化対策の推進、環境分野などの技術革新で世界を
リード

４３２．５億円（４２２．９億円、＋２．３％）

（内訳）
 国際再生可能エネルギー機関（ＩＲＥＮＡ）

０．４億円（新規）

 エネルギーの安定確保に向けた取組
７．０億円（８．５億円、▲１７．５％）

 原子力の平和的利用に向けた取組
１４．４億円（１４．３億円、＋１．０％）

エネルギーの安定供給体制の確立
２１．８億円（２２．８億円、▲４．３％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。
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マニフェストの達成に向けた重点外交政策関連予算（その４）

アジア太平洋外交の推進
８５０．７億円

（内訳）
 ２０１０年日本ＡＰＥＣ開催経費等

１２０．３億円（２．９億円、＋４，０９５．９％）

 ＡＰＥＣ関連拠出金
１．３億円（１．３億円、±０％）

２０１０年日本ＡＰＥＣの成功に向けた取組強化
１２１．７億円（４．２億円、＋２，８２８．５％）

（内訳）
 アジア大洋州諸国向け二国間協力

６６９．１億円（６９６．０億円、▲３．９％）

 領土問題
７．６億円（７．２億円、＋５．３％）

 歴史問題
２．２億円（１．８億円、＋２２．５％）

 日米安全保障条約署名５０周年シンポジウム開催経費
をはじめとする米国との協力・関係強化のための経費

１．８億円（１．６億円、＋９．４％）

 アジア大洋州諸国との協力・関係強化のための経費
４８．３億円（４９．５億円、▲２．５％）

アジア太平洋外交の推進
７２９．０億円（７５６．２億円、▲３．６％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。
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核軍縮・不拡散に向けた努力
１１３．４億円

マニフェストの達成に向けた重点外交政策関連予算（その５）

（内訳）
 包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効、カットオフ

条約（兵器用核分裂性物資生産禁止条約）の早期実現
への取組

２２．８億円（２１．４億円、＋６．５％）

 核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運用検討会議
０．９億円（０．４億円、＋１２２．０％）

 国際原子力機関（ＩＡＥＡ）（核不拡散）
６７．５億円（６５．６億円、＋２．８％）

核兵器廃絶に向けた努力
９１．２億円（８７．５億円、＋４．３％）

（内訳）
 大量破壊兵器問題への対応に係る分担金・拠出金

１８．８億円（１１．８億円、＋５９．４％）

 大量破壊兵器問題への対応に係る経費
３．５億円（３．９億円、▲１１．３％）

大量破壊兵器問題への対応
２２．３億円（１５．７億円、４１．９％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。
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マニフェストの達成に向けた重点外交政策関連予算（その６）

国連外交
６７０．３億円

（内訳）
 国連分担金

４１９．８億円（３７４．５億円、＋１２．１％）

 国連分担金以外の国連外交関連経費
５１．９億円（４９．５億円、＋４．８％）

国連を重視した世界平和の構築の推進
４７１．７億円（４２４．１億円、＋１１．２％）

（内訳）
 国連平和維持活動（ＰＫＯ）分担金

１９５．５億円（２２９．９億円、▲１５．０％）

 国連平和維持活動（ＰＫＯ）分担金以外のＰＫＯ活動への
貢献

３．２億円（４．６億円、▲３０．１％）

国連平和維持活動（ＰＫＯ）を通じた平和構築
１９８．７億円（２３４．４億円、▲１５．３％）

※括弧内の数字は平成２１年度予算額及び前年度比増減率。



ＯＤＡ予算要求額

（単位：億円）

21年度予算 22年度要求
(１０月１５日提出）

対20'増▲減率 対21'増▲減額 対21'増▲減率

無償資金協力
1,608.4 1,571.5

1.3% ▲36.9 ▲2.3%

ＪＩＣＡ交付金
1,558.5 1,508.7

1.3% ▲49.8 ▲3.2%

ＪＩＣＡ有償資金協

力部門交付金

70.0 0

▲48.1% ▲70.0 ▲100.0%

分担金・拠出金
502.3 470.4

▲1.8% ▲32.0 ▲6.4%

援助活動支援等
（国際交流基金及びＯＤＡ一般

事務経費)

624.0 628.0

▲1.7% 4.0 0.6%

計
4,363.2 4,178.6

▲1.0% ▲184.6 ▲4.2%

（注）四捨五入の関係上合計に不一致あり。

※鳩山政権が重要外交政策として掲げるアフガニスタン・パキスタン支援、環境・気候
変動問題対策等に必要な額については、年末までの予算編成プロセスにおいて確定し
ていく。よって、 １０月１５日提出の概算要求では具体的な額を要求していない。
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